
調査項目の新旧比較表 

 

 

 社会的・政策的なニーズの変化に応じた調査項目の見直しを検討する必要がある。      

（第５回家計調査等改善検討会「資料４・課題 11」） 

 

社会的・政策的なニーズだけでなく、結果利用の連続性や、記入者負担の軽減についても配慮しながら検討することとしたい。 

 なお、年収・貯蓄等調査票に関しては、平成 21年調査時からの変更箇所はない。 

 

１ 世帯票項目の変更案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３-３ 

１ 

変更内容 変更理由
① （１）氏名（世帯全員） 氏名（世帯主のみ） 一部廃止 調査票のレイアウトを考慮

② （６）事業の内容 事業の内容 継続

③ （８）企業規模（世帯員全員） 世帯主の勤め先の企業区分及び規模 一部廃止

□民営 ①企業区分

□自営 □民営 区分見直し

□官公 □自営

企業規模（官公除く） □官公

□４人以下 ②企業規模

□５～29人 □５人以下

□30～499人 □６～20人

□500～999人 □21～50人

□1000人以上 □51～100人

□101～300人 中小企業基本法の定義に沿った区分に変更

□301人以上

④ （９）産業符号 産業符号 継続 「事業の内容」と同じ

平成21年
Ⅰ
 
世
帯
員
に
関
す
る
事
項

平成26年（案）

・「事業の内容」が無くても職業の格付は
可能
・「本人の仕事内容」がブランクでも、
「事業の内容」に記入があれば、職業を格
付することも可能
・職業とのクロスチェックに利用すること
で、データ精度を向上させている

勤
め
先
又
は
自
営
事
業

・企業規模別の結果表は、家計収支編10
表、世帯分布編９表の計２表のみ

・家計収支編10表、世帯分布編９表
- 世帯主の結果のみ使用
- 民営・自営の別を表章していない
- ４人以下、５～29人を１～29人で表章

 ②へつづく

・産業別の結果表は、家計収支編22表、世
帯分布編の１表、２表の計３表のみ
・家計収支編22表、世帯分布編１表、２表
を必要としている行政機関の部局数は３、
６、３（748部局中）

・家計収支編10表を必要としている行政機
関の部局数は２（748部局中）
・世帯分布編９表を必要としている行政機
関の部局数は１（748部局中）

記入者負担軽減のため、世帯主につ
いてのみ調査







世帯票項目の変更案（続き） 

 

  

変更内容 変更理由
⑫ 一部廃止

□所有している（別荘用は「その他」としてください） □所有している

↓ ↓

用途 建築時期 住宅の延べ床面積 住宅の構造 建築時期 住宅の延べ床面積 住宅の構造

□親族居住用 □昭和35年以前 ○○○○．○㎡ □木造 □昭和40年以前 ○○○○．○㎡ □木造（防火木造を除く）

□賃貸用 □昭和 ○○年 □防火木造 □昭和 ○○年 □防火木造

□その他 □平成 ○○年 □鉄骨・鉄筋 □平成 ○○年 □鉄骨・鉄筋 更新 調査年に合わせた修正

コンクリート造 コンクリート造 文言追加 区分の明確化

□その他 □その他

□所有していない □所有していない

⑬ 一部廃止

□住宅用として土地を所有している □所有している

↓ ↓ 区分追加 資産額を精緻に把握するため

所在地 敷地面積 用途 所在地 敷地面積

□住宅が建っている土地(親族居住用) ○○都道府県 ○○○○．○㎡ □住宅用 ○○都道府県 ○○○○．○㎡

□住宅が建っている土地(賃貸用) ○○市郡 □住宅用以外 ○○市郡

□その他 ○○区町村 ○○区町村

□所有していない □所有していない

⑭ － 世帯主は、罹災証明書を受けた世帯にいましたか 追加 罹災証明書取得の有無

□いない

□いた

⑮ － 追加 大震災後の住宅整備状況

□行っていない

□行った

罹災したことが、家計にどのような影響を
及ぼすのか把握するため

(30)現住居以外の土地（住宅用）をあなた又はあなたの家族
名義で所有していますか（法人名義は除く）

（29）現住居以外の住宅をあなた又はあなたの家族名義で所
有していますか（法人名義は除く）

Ⅶ
 
現
住
居
以
外
の
住
宅
・
土
地

平成26年（案）

現住居以外の住宅をあなた又はあなたの家族名義で所有して
いますか（法人名義は除く）

現住居以外の土地をあなた又はあなたの家族名義で所有して
いますか（法人名義は除く）

（29）現住居以外の住居をあなた又はあな
たの家族名義で所有していますか（法人名
義は除く）と同じ

大震災による心理的影響後の、住宅整備と
所得、資産との関係を把握するため

現住居以外の住宅の用途別の結果表は、家
計資産編で計24表で使用

・家計資産編の現住居以外の用途別結果表
を必要としている行政機関の部局数は１～
４（748部局中）
・計24表のうち、18表分について必要とし
ている行政機関の部局数は１（748部局
中）

東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
事
項

震災後に、あなたの住んでいる住宅で免震・耐震・制振工事
を行いましたか

平成21年

４ 



２ 耐久財等調査票項目の変更案 

 

  

変更内容 変更理由
品目ごとに所有総数及び取得時期別所有数/所有総数を記入してください 品目ごとに所有総数及び取得時期別所有数/所有総数を記入してください

所有総数 取得時期別所有数 所有総数 取得時期別所有数

(4) システムキッチン ○台 ○台 調査票移動

(5) 給湯器（ガス瞬間湯沸器を除く） ○台 ○台 調査票移動

(6) 洗髪洗面化粧台 ○台 ○台 調査票移動

(7) 温水洗浄便座 ○台 ○台 調査票移動

(12) ＩＨクッキングヒーター ○台 ○台 調査票移動

(36) 太陽熱温水器 ○台 ― 調査票移動

(14) ピアノ ○台 ○台 削除

(18) カラーテレビ
（ブラウン管） ○台 ○台 削除

(17)～(20)のうち地デジ対応 ○台 ○台 削除

(23) ユニット家具（購入価格が20万円以上） ○台 ― 削除

(24) 応接セット（３点セット以上） ○台 ― 削除

(28) じゅうたん（５万円以上のもの） ○台 ― 削除

(29) 電気マッサージチェア ○台 ― 削除

(1) 和だんす（作り付けを除く） ○台 ○台 たんす（作り付けを除く） ○台 ○台 統合

(2) 洋服だんす（作り付けを除く） ○台 ○台

(21) 整理だんす（作り付けを除く） ○台 ―

(10) 洗濯機（乾燥機一体型ドラム式等） ○台 ○台 洗濯機 ○台 ○台 統合

(11) 洗濯機（その他） ○台 ○台

(20) パソコン ○台 ○台 パソコン（デスクトップ型） ○台 ○台

パソコン（ノート型） ○台 ○台

パソコン（モバイルPC・ネットブック） ○台 ○台 追加

タブレット端末 ○台 ○台 追加

スマートフォン ○台 ○台 追加

カーナビゲーションシステム ○台 ○台 追加

平成26年（案）平成21年
Ⅰ
 
家
具
・
電
気
製
品
等

分割

調査項目の移動
(耐久財票→世帯票)

耐久財として購入すること
よりも、初めから住居に備
えられていることが多い品
目

世帯への普及が進んでいる
ことが想定される品目

行政機関への照会で、追加
要望が複数部局からあった

世帯の普及率が低い(Ｈ21年
全消)

調査品目として、実情に即
していない(ブラウン管テレビ)

記入者に負担をかけてま
で、詳細に把握する必要性
が高くない

別々に把握することで、詳
細な状況を明らかにする

５ 



 

 

  

変更内容 変更理由
(21) 整理だんす（作り付けを除く） ○台 ― 整理だんす（作り付けを除く） ○台 ○台 取得時期追加

(22) 鏡台（ドレッサー） ○台 ― 鏡台（ドレッサー） ○台 ○台 取得時期追加

(25) サイドボード・リビングボード ○台 ― サイドボード・リビングボード ○台 ○台 取得時期追加

(26) 食堂セット（食卓と椅子のセット） ○台 ― 食堂セット（食卓と椅子のセット） ○台 ○台 取得時期追加

(27) ベッド・ソファーベッド（作り付けを除く） ○台 ― ベッド・ソファーベッド（作り付けを除く） ○台 ○台 取得時期追加

(30) 電気掃除機 ○台 ― 電気掃除機 ○台 ○台 取得時期追加

(31) 自動炊飯器（遠赤釜  ＩＨ型） ○台 ― 自動炊飯器（遠赤釜  ＩＨ型） ○台 ○台 取得時期追加

(32) 電子レンジ（電子オーブンレンジを含む） ○台 ― 電子レンジ（電子オーブンレンジを含む） ○台 ○台 取得時期追加

(33) 食器洗い機 ○台 ― 食器洗い機 ○台 ○台 取得時期追加

(34) 空気清浄機 ○台 ― 空気清浄機 ○台 ○台 取得時期追加

(35) 電動ミシン ○台 ― 電動ミシン ○台 ○台 取得時期追加

(37) 書斎・学習用机（ﾗｲﾃｨﾝｸﾞﾃﾞｽｸを含む） ○台 ― 書斎・学習用机（ﾗｲﾃｨﾝｸﾞﾃﾞｽｸを含む） ○台 ○台 取得時期追加

取得時期追加

名称変更

(39) ファクシミリ（コピー付を含む） ○台 ― ファクシミリ（コピー付を含む） ○台 ○台 取得時期追加

(40) ゴルフ用具一式（ハーフセットも含む） ○台 ― ゴルフ用具一式（ハーフセットも含む） ○台 ○台 取得時期追加

取得時期追加

説明追加

区分見直し

（排気量）

自動車 自動車

国産・輸入の別 国産・輸入の別

 □国産車  □国産車

 □輸入車  □輸入車

取得時期 取得時期 区分の分割

 □昭和63年以前  □平成○○年 （動力）

 □平成○○年 初度登録年(年式)

初度登録年(年式)  □平成○○年

 □昭和63年以前 動力・排気量 区分の修正

 □平成○○年 □軽乗用車

動力・排気量 □小型乗用車

□660cc以下 □普通乗用車

□661～1000cc □乗用車以外

□1001～1500cc □ハイブリッド車

□1501～2000cc □電気自動車

□2001～3000cc

□3001cc以上

□ハイブリッド車・電気自動車

所有している自動車，自動二輪車及び原動機付自転車について、記
入してください。

平成21年

デ
ィ

ー

ゼ

ル

車

ガ

ソ

リ

ン

・

― オーディオ機器（携帯用は除く） ○台 ○台

― 携帯電話（ＰＨＳを含み，スマートフォンを除く） ○台 ○台

Ⅱ
 
自
動
車
、

自
動
二
輪
車
及
び
原
動
機
付
自
転
車

所有している自動車，自動二輪車及び原動機付自転車について、記
入してください。

デ
ィ

ー

ゼ

ル

車

ガ

ソ

リ

ン

・

平成26年（案）

減価償却を計算すると、残
存価値が０円になる

昭和63年以前の台数が少な
いと思慮

(38) ステレオ、ＣＤ・ＭＤラジオカセット ○台

Ⅰ
 
家
具
・
電
気
製
品
等

○台携帯電話（ＰＨＳを含む）(41)

純資産額(減価償却分)を精
緻に計算するため

聞き慣れた表現へ変更する
ことにより記入をしやすく
する

詳細な排気量区分を把握す
ることの必要性がない

各々の普及が進んでいるた
め、別々に結果を把握する
ことで、詳細な状況を明ら
かにする

６ 

耐久財等調査票項目の変更案（続き） 



耐久財等調査票項目の変更案（続き） 

 

 

 

変更内容 変更理由
自動二輪車及び原動機付自転車 自動二輪車及び原動機付自転車 区分見直し

国産・輸入の別 国産・輸入の別 （排気量）

 □国産車  □国産車

 □輸入車  □輸入車

取得時期 取得時期

 □昭和63年以前  □平成○○年

 □平成○○年 初度登録年(年式) 区分の修正

初度登録年(年式)  □平成○○年

 □昭和63年以前 動力・排気量

 □平成○○年 □原動機付自転車

動力・排気量 □小型自動二輪車 区分追加 詳細な結果を把握するため

□50cc以下 □普通自動二輪車

□51～125cc □大型自動二輪車

□126～250cc □ハイブリッド自動二輪車

□251～500cc □電気自動二輪車

□501～650cc

□651～750cc

□751cc以上

統合

所有数 １世帯当たり資産額

ゴルフ会員権 ○ (  時 価 ) ○○○○○万円 (H21年全消 総世帯)

○○ (購入価格) ○○○○○○万円 ゴルフ  6.7万円

ゴルフ以外 0.1万円

リゾートクラブ会員権 ○ (購入価格) ○○○○万円 リゾート  1.6万円

－ 追加 詳細な結果の作成

（時価総額） ○○○○○○万円

貴金属（金・プラチナ等）の延べ棒や積立口座，先物取引の商品を
所有している場合は，所有している総額を時価で記入してくださ
い。

金額

ゴルフ、スポーツ・レジャークラブ、リゾートクラブ等の会員権で購入価格が
５万円以上のものを所有している場合は、所有数及び金額を記入してくださ
い。

実
物
資
産

当該項目を調査すること
で、家計資産を詳細に把握
する

所有数

Ⅳ
 
ゴ
ル
フ
会
員
権
等

平成21年 平成26年（案）

ゴルフ会員権、ゴルフ会員権以外のスポーツ・レジャークラブ会員権及びリ
ゾートクラブ会員権を所有している場合は記入してください。

ゴルフ会員権以外のスポー
ツ・レジャークラブ会員権

金額

○ (購入価格) ○○○○万円

Ⅱ
 
自
動
車
、

自
動
二
輪
車
及
び
原
動
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付
自
転
車

聞き慣れた表現へ変更する
ことにより記入をしやすく
する

詳細な排気量区分を把握す
ることの必要性がない

昭和63年以前の台数が少な
いと思慮

減価償却を計算すると、残
存価値が０円になる

資産額の多くがゴルフ会員
権になっている

７ 


